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「3つを自由化する」労働契約法制
全労連の労働法制闘争本部長の生熊さん
今度の労働契約法制、３つを自由化するのではないかと思っている。３つの自由化って何かというと、「解雇の自由化」、「労働条件切り下げの自由化」、そして、「ただ働きの自由化」。

そのシステムをどう作るのかっていうところで、考えられているのが、いわゆる労使自治ということです。つまり企業のなかのことは全部、経営者と労働者が話し合って決めることを、労使自治と言ってます。そのシステム、労使自治のシステムが多数派、過半数労働組合と労使委員会。こういう仕組みになってるんじゃないかなっていうのが、私は、だんだん読みながら、思ってきました。

「労働契約法制及び労働時間法制に関わる検討の視点」

一番最初に出てくる就業規則の変更って何かっていったら、労働条件下げるってこと、いま就業規則を変えるということは、良くすることを考えていますか、経営者は労働条件下げることを考えてるんです、そのために就業規則を変えるわけでしょう。あるいは、労働条件だけじゃないです。雇用形態まで変えるんですよ。これまでの期限ない雇用から、契約者にまで変えてしまうって。　私たちがいまたたかっている東武スポーツは、ゴルフ場のキャディーさんです、そんなに何も変わらないからと言われて、雇用形態を契約社員に変え賃金も半分ぐらいにされた。
　雇用形態を変えるとか、労働条件の切り下げをいまやろうとしている。そこから始まったのが、過半数労働組合の合意。その過半数労働組合がない場合は、労使委員会を作って合意を。

　労使自治という言葉が出てきたのは、2005年の05春闘に向けて出された経営労働政策委員会報告。ここで、企業というのは労使自治なんだと。このことについてあれこれ言うのはけしからんというのが、日本経団連の考え方です。そのやり玉に挙げられたのが、ご存知のように厚生労働省のただ働きの摘発です。

　労使で一緒になって話し合って、これまで何の問題もなくやってきたことについて、何で厚生労働省は口を挟むんだと、労使自治という言葉を使い出した。つまり企業の経営のなかで、過半数労働組合、あるいは労使委員会と経営者が決めてしまえば、それは何でもＯＫだというシステムを作ろうとしている。それにあわせて法律も、あるいは判例も変えるやり方です。
３つの自由化。それを進める労使自治、多数派組合とそれから労使委員会制度、そのシステム。この仕組みをきちっとつかんで、全体をトータルして見たとき、そのおそろしさを、私たちはつかむ必要があります。
　多数派組合、過半数労働組合や、あるいは労使委員会で決めれば、そこで決めたことについては、一定の不合理なことだって合理性を推定する。

　今年の４月から雇用延長制度が行われています、改正高齢者雇用安定法のなかで、基本的には、今年は62歳満了までです。62歳満了までは雇わなければいけないが、雇わなくていい人の基準を作ることができる、その基準をだれと決めるのか。過半数の労働組合か、あるいは現在で言えば従業員代表との協定で決めればいい。

厚生労働省は「こういう成績基準なんかでもし基準を決めることがあるとすれば、制度や中身や自分の成績なども労働者に開示されていなければならない。」と言っていました。

　ところが、この間厚労省に行ったら、もうそれは労使で決めたことなんですからＯＫなんですと。厚生労働省はここに口挟みませんって言うんです。労使自治で決めた、つまり多数、過半数労働組合と、ないしは労使委員会で決めてしまえば、もう行政も法律も口出すなっていうことになる。

　今度の雇用延長問題で経営者は、選別基準を決めるには、過半数の労働組合か、従業員代表とは協議しなきゃならない。だから、少数組合と協議する必要がないと言い出す。われわれのたたかいの基礎には、労働組合法があるし、労働組合法がなくてもたたかう。同じようなことが、労働契約法制のなかで決まっていけば、徹底した少数排除がされるだろう。もう１つは、法律や行政の介入を排除する。この２つの排除を狙ってると私は感じています。

労働契約法制をどんなシステムでやろうとしてるのか
特に過半数労働組合や労使委員会との合意でもって、すべてを決めていく。こういうやり方。労働条件の切り下げ、解雇の自由化、ただ働き自由化、これを決めていくようなやり方。そういうおそろしいものなんだっていうのを、もう１度あらためてつかみ直して、断固としてこういう労働契約法制と労働基準法の改悪を阻止するために頑張っていきたい。

「労働法制をめぐる情勢と今後の行動の提起」

労働法制中央連絡会事務局長の岩田さん
事態の急速な進展、非常にテンポが速いという情勢認識について共有することが非常に大事だと思います。４月11の日に、「労働契約法制及び労働時間に係る検討の視点」が出されました。この検討の視点というのは、その研究会報告の中心部分を事務方がいわば絞り込んで提案したものだというふうに理解して間違いないと思う。

　今後の予定は６月の13日にはこの労働条件分科会で素案として提示される。そして７月には、中間とりまとめ、秋には審議終了ということになる。
　具体的にわれわれは何をするのかということで、６月28日の午後６時半から文京シビックホールで、労働法制中央連絡会と全労連の労働契約闘争本部の共催によりまして、500人規模の決起集会をやって、私たちの構えを内外に示していきたい、また学習を深めて今後のたたかいについての意思統一を図っていきたいと思います。

　学習や労働条件分科会への要請、現場からの労働時間に対する告書、告発なども委員に届けていきましょう。

会場発言より

北区労連の中野さん


労働法制中央連絡会は、1年前から再開できていて、それにふさわしいたたかいになっていないというふうに思いますね。要するに、労働者にとっては、憲法に値する労働法をなしにする労働契約法制が提案されていながら、たたかいがどうものんびりしていると思う。











